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「街」は、先祖から受け継いだもので
あると同時に、未来の子孫へ引き継ぐ大
事な財産です。

本市では、平成11年に中心市街地活性
化基本計画を策定し、六角堂広場や商店
街アーケードの整備などの事業に取り組
んできましたが、現在、空き店舗は増加
し、歩行者通行量も減少するなど危機的
な状況にあります。また、人口減少社会
を迎え、無秩序な都市開発は改めて見直
され始めました。

今回、まちづくり三法の改正に伴い、
これまでの商業中心の取り組みを見直し、
中心市街地活性化協議会と協力して、商
業・居住・教育・文化・観光など多様な
機能の集積を目指す新基本計画案を策定
しました。ここに概要を公表して、市民
の皆さんからご意見を募集します。

平成19年１月 久留米市
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第１章 基本方針

（社会的背景）

平成17年をピークに今後、わが国の人口は
ずっと減少し続け、一方で、高齢者はますます

多くなります（注１） 。

人口の増加とともに、郊外部へと街が拡大を

続けた「都市化社会」の時代では、商業をはじ

め、さまざまな都市機能が郊外部へと拡散し
てきました。

しかし、これからの人口減少時代にあっては、
これ以上街を拡大させずに、中心市街地に銀行
や事務所、店舗、病院、公共施設などの都市機
能を集中させ、街の賑わいを維持させる「都市
型社会」をつくっていかなければなりません。
＊巻末の用語の解説「コンパクトシティ」をご参照ください

また、街には多くの人が住み、住民が街を支
える「自治の力」を培うことが必要です。

これからの街の「活性化」は、地域住民との
一体感を強めることで、街がさびれないように
していく必要があります。

1900年 2000年 2100年

１億2,000万人
１億人

5,000万人

4,000万人

6,000万人

図１．わが国の人口

注１：過去100年間に３倍に増加し
たわが国の人口は、100年後に約半
分に減少するという予測です。

（国立社会保障・人口問題研究所）

現在
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（久留米市の現状）

久留米市の中心市街地は、城下町の町割を基礎とし
ながら、戦災復興の土地区画整理事業、昭和40年から
50年代にかけての西鉄高架事業と駅周辺の市街地再開
発事業、ならびに商店街アーケード整備などによって
現代の都市の姿が形づくられてきました。

近年では、平成10年の中心市街地活性化法の制定に
応えて基本計画を策定し、久留米市や街づくり会社、
中心商店街が連携して様々な事業に取り組んできまし
た。平成15年にオープンした六角堂広場で行われるイ
ベントには年間20万人を集客するかたわら、ＮＰＯや
市民グループの活動が活発化し、高齢者に優しい仕組
みづくりや生涯学習の場づくりなど、まちづくりの新
しい一面が見られます。

しかし、福岡市天神地区や周辺市町での商業集積の
高まりや無店舗販売の拡がり、さらには平成15年の市
内郊外部への大型商業施設の出店によって、商業地と
しての地位は急激に落ちてきています（右図参照）。

久留米市は、平成17年２月に周辺４町と広域合併し、
平成20年の中核市移行に向けて、新たな都市づくりを
推進することが求められています。そこで、郊外部に
おける開発を無秩序に進めることなく、自然との共生
を基本とし、社会資本としての中心市街地を活用した
コンパクトで賑わいのあるまちづくりを進める、とい
う視点で都市づくりの方向性を定めることが必要です。
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図２．中心商店街の空店舗率
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図３．一番街の歩行者通行量

注２：中心商店街の「さびれ方」
は顕著です。過去10年間に空店舗
率は３倍、歩行者通行量は１／３
に減少しています。

（図２、３ 久留米市）
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（基本コンセプト）

コンパクトで賑わいのある都市づくりを進めていく上で、中心市街地のも
つ地域資源や特性、社会的な課題への対応から、戦略的なコンセプトをもつ
ことが必要です。

人は、独りでは生きてはいけない。みんなと共に安心して楽しく過ごせる
街を望んでいます。これからの都市型社会を代表する高齢者を主人公に、
医・食・住が整った街で、豊かな時間とともに、豊かな能力を活かし、豊かな
感性を満たす中心市街地の活性化を始めます。そして、それは高齢者から子
育て中の世代、仕事と生活の調和を求める世代へと広がっていきます。

このような視点で、高齢者が安心して豊かな暮らしを過ごすことのできる
街はすべての人に優しい街であることから、中心市街地活性化基本計画のコ
ンセプトを次のとおりとします。
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（基本方針）

新基本計画案では、中心市街地が
人々に愛され、地域の顔となること
を目指しています。

そのためには、街なかに多くの人
が住み、「自治の力」を培うことが
必要です。また、同時に都市計画の
手法によって、都市機能の無秩序な
拡散に歯止めをかけていくことが重
要です。

中心市街地に多様な都市機能がコ
ンパクトに集積し、賑わいあふれる
「まちづくり」を進めていくために、
右の４つの基本方針を掲げました。

基本方針１

生活環境・住環境の充実

街なかに多くの人が住み、快適な生活を送りながら、
社会参加のできる環境を整えます

基本方針２

使いやすく、快適な街の実現

さまざまな都市機能が集積し、市民活動や経済活動が
活発に行われるために、行きやすく歩きやすい快適な
都市環境を整えます

基本方針４

人々に愛され、地域の顔となる街を目指す

地域住民に愛着を持たれ、人々の記憶に残る「地域の顔」
となり、地域の成長をリードする「成長の核」となるために、
街なかでの様々な活動を活発化させます

基本方針３

久留米広域都市圏の交流拠点としての
機能強化

商業をはじめ金融、情報、通信など多様なビジネスが
行われる交流拠点として、久留米広域都市圏の住民
に都市型ｻｰﾋﾞｽを提供できる拠点性を強化します
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第２章 区域

中心市街地の区域は、ＪＲ久留米駅・西鉄久留米駅・西鉄花畑駅で囲まれた227ヘク
タールとしました。従来から多くの人が住み、地域の中心的な役割を果たすためのさまざ
まな働きを備えているにもかかわらず、それらが十分に活かされていないために、近年、
空き店舗が増えるなどの空洞化が進んでいます。この区域で、住民・企業・行政が力を合
わせて活性化に取り組むことが地域の発展につながるという考え方は旧基本計画と同じ考
え方です。

また、新幹線の開業を控えたＪＲ久留米駅周辺地区、大型店や商店街などの商業、証券
会社や金融機関などが集積する西鉄久留米駅周辺・六ツ門地区を重点地区としました。
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第３章 目標

計画期間を５年間と設定し、前章の区
域の中で各事業に取り組み、その成果と
しての達成目標を定めました。

次の４つの目標像と右に示す６つの数
値目標です。（ ：対応関係）

●生活環境の充実した 「健やかな街」

歩いて回ることのできる範囲内に、医療や介護・福

祉サービス、社会参加の多様な機会、商店街や交通利便
施設などがある充実した住みやすい街

●広域都市圏の交流拠点としての

「楽しさを発見できる街」

生涯学習や文化芸術活動の多様な場、個性的な商業・
ｻｰﾋﾞｽの充実によって地域住民の自己実現を果たすこと
のできる街

●多様な都市機能の集積によって

「都市型サービスを育成する街」

行政、商業・業務、文化、福祉などの都市機能の集積に
よって都市型サービス業の従事者を維持するとともに、新規
参入者が加わることで新しい業態を育成する街

●久留米の『顔』としての 「個性豊かな街」

歴史・文化資源、水と緑のアメニティ、風格ある都市景観な
どを歩いて体感できる街

中心市街地内に居住する人口

平成 18 年

平成 23 年
16,167人

17,000人以上

平成 19 年
平成 23 年

市民活動ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの利用者数

30,000人（見込み）

36,000人（約２割増）

平成 19 年
平成 23 年

歩行者通行量（一番街／日曜日）

5,000人（見込み）

7,000人（平成16年水準）

平成 19 年
平成 23 年

ＪＲ久留米駅１日あたりの乗降客数

10,000人（見込み）

19,000人（新幹線開業時）

平成 19 年
平成 23 年

開業店舗数（営業店舗数の差）

286店（見込み）

336店（年平均10件開業）

平成 19 年
平成 23 年

4,436千人（見込み）

5,200千人（新幹線開業時）

観光入込客数（年間／観光統計）
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第４章 市街地の整備改善のための事業

平成23年春の九州新幹線開業を控え、駅前広場や自由通路、周辺の街路整備
など、JR久留米駅周辺では公共事業や再開発事業が進んでいます。

西鉄久留米駅から六ツ門にかけての商店街周辺では、老朽化した木造家屋が
密集する地区があり、再開発による街区整備が必要とされています。

公共が行う事業

事業名 等 事業主体 目標達成の位置付・必要性

JR久留米駅周辺
整備事業

・東西自由通路

・東口駐輪場

・西口駐輪場

・歴史のプロム
ナード

・昭和通りシン
ボルロード

・観光交流ｾﾝﾀｰ

・東口駅前広場

・西口駅前広場

・久留米駅西口
線（街路）

観光案内サイン

Ｈ１７～２１

久留米市 新幹線の導入効果を中心市
街地の振興・発展に活かすた
めに諸施設の整備によって交
通結節機能（接近や乗り継ぎ
のしやすさ）を高めます。

また、周辺の地域資源への
円滑で快適な歩行者動線の確
保を図ります。

新幹線開業に向けて開発が進むＪＲ久留米駅周辺地区
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民間が行う事業

事業名 等 事業主体 目標達成の位置付・必要性

新世界地区再開
発事業

・中心市街地共
同化住宅建設

・地上２３階

・住宅１２６戸

・１～２階商業

Ｈ１９～２２

再開発組合 六ツ門商店街では、平成17
年11月にダイエー六ツ門店が
閉鎖し、買い物客など通行量
が減少しています。

六ツ門地区の機能強化とし
て、商店街と連担する立地条
件を活かして低層階に商業施
設を配置、上層階は居住人口
を増やすための住宅を建設し
ます。

JR久留米駅東口
市街地再開発事
業

・地区面積

０．７ｈａ

・３５階建て

・住宅２７０戸

Ｈ１８～２１

再開発組合 東口駅前広場の整備と、周
辺街区への円滑な人の流れを
生み出す区画街路の整備を行
い、九州新幹線の駅前にふさ
わしい都市景観の形成を図り
ます。

高層の集合住宅を建設し、
中心市街地の居住人口の増加
に寄与します。

老朽家屋が密集した新世界地区

高
層
の
集
合
住
宅
と
な
る
Ｊ
Ｒ
久
留
米
駅

東
口
の
再
開
発
ビ
ル
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第５章 都市福利施設を整備する事業

市街地の形成過程で、体育館やスポーツセンターなどの運動施設、図書館や
文化センターなどの文化交流施設は中心市街地の周辺部に点在しています。

旧基本計画に基づき街なかでの交流施設の整備を行ってきましたが、集積度
はあまり高くありません。今後、ＮＰＯなどの市民グループと連携して、運営者
の育成や施設の充実に取り組んでいきます。

公共が行う事業

事業名 等 事業主体 目標達成の位置付・必要性

坂本繁二郎生家
保存整備事業

Ｈ１８～２１

久留米市 城下町の中に唯一残る武家
屋敷であり地域住民の交流の
場や歴史学習の場としてまた、
JR久留米駅に近接した位置に
あるので観光資源として活用
します。

保健所設置事業

Ｈ１８～

久留米市 本市の中核市移行に伴い設
置が必要となった市保健所を
公共交通の充実した中心市街
地に設置。年間13,500人程度
の来所者を見込み、近隣の公
共、民間の施設も利用される
ことから、賑わい創出の一助
とします。

文化街詰所設置

Ｈ１８～２０

久留米市 繁華街に警察詰所を設置し、
治安の面から安心安全の街を
推進。また、商業観光の充実
にも活用します。

老人いこいの家
整備事業

Ｈ１９

久留米市 校区公民館等との合築によ
り交流の相乗効果を高めてい
きます。

郷
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民間が行う事業

事業名 等 事業主体 目標達成の位置付・必要性

バリアフリー
促進事業

Ｈ１９

民間 高齢者や障害者を始めとす
る全ての市民が外出しやすい
環境を整え、市民活動などへ
の社会参加を促します。

市内大学等単
位互換制度共
同講義

Ｈ１７～

久留米学術
研究都市づ
くり推進協
議会

街なかで開く共同講義の取
り組みを支援し、学生の姿が
見えるまちづくりを目指しま
す。

市民公開講座
の共同実施

Ｈ１９～

久留米学術
研究都市づ
くり推進協
議会

街なかで開く大学の地域貢
献活動を支援することで、大
学と中心市街地との連携を強
め、大学が見えるまちづくり
を目指します。

NPO連携事業

（六ッ門大学）

Ｈ１７～

㈱ﾊｲﾏｰﾄ久留
米

六ッ門大学
運営委員会

空き店舗を活用して、中高
年の生涯学習の場として整備
した六ッ門大学の充実に取り
組みます。

受講者への割引サービスな
どの商店街と連携し、来街機
会を増やします。

源氏物語から経済学まで六ツ門大学は
市民の生涯学習の場（写真は三線講
座）

国
立
博
物
館
の
副
館
長
が
「
利
休
と

等
伯
」
に
つ
い
て
講
演
し
ま
し
た
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第６章 街なか居住を促進する事業

地域医療が充実している中心市街地への住み替えを考える高齢者や、学校を
始めとする教育・文化に関するサービス面から中心市街地への転入を考える子
育て世代は増加しているといいます。人口減少社会に入り、市全体の人口は減
少に転じましたが、中心市街地では、コンパクトな都市づくりという観点から、
街なか居住を推進します。

公共が行う事業

事業名 等 事業主体 目標達成の位置付・必要性

花畑駅周辺土地
区画整理事業

Ｈ１９～２０

久留米市 都心部における良好な居
住・生活環境の再整備を行い、
地域の都市機能の向上を図り
ながら定住人口の増加を図っ
ていきます。

小頭団地建替え

・約８０戸

Ｈ１８～２２

福岡県住
宅供給公
社

老朽化した公営住宅の建替
え。ファミリー向けから単身
者向けまで、様々なタイプを
供給し、多様な世代の街なか
居住に寄与します。

民間が行う事業

事業名 等 事業主体 目標達成の位置付・必要性

新世界地区再開
発事業（再掲）

・中心市街地共
同化住宅建設

・地上２３階

・住宅１２６戸

・１～２階商業

Ｈ１９～２２

再開発組合

JR久留米駅東口
市街地再開発事
業（再掲）

・地区面積

０．７ｈａ

・３５階建て

・住宅２７０戸

Ｈ１８～２１

再開発組合 東口駅前広場の整備と、周
辺街区への円滑な人の流れを
生み出す区画街路の整備を行
い、九州新幹線の駅前にふさ
わしい都市景観の形成を図り
ます。

高層の集合住宅を建設し、
中心市街地の居住人口の増加
に寄与します。

六ツ門商店街では、平成17
年11月にダイエー六ツ門店が
閉鎖し、買い物客など通行量
が減少しています。

六ツ門地区の機能強化とし
て、商店街と連担する立地条
件を活かして低層階に商業施
設を配置、上層階は居住人口
を増やすための住宅を建設し
ます。
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第７章 商業の活性化のための事業

旧法に基づく基本計画に沿ってアーケードや広場の整備など一定の商業基盤施設の水準
に達しましたが、郊外大型店などの影響とともに、中心商店街の西の核店舗であったダイ
エー六ツ門店が平成17年11月に閉鎖したことにより、歩行者通行量は減少し、空き店舗は
一段と増加しました。

今後、地権者との協働による空き店舗対
策の取り組み、NPOや市民グループの活動
などが連携して、中心市街地を地域住民に
とっての生活空間としての充実に取り組ん
でいきます。

公共が行う事業

事業名 等 事業主体

中心市街地空き
店舗対策事業

Ｈ１６～

久留米市 商店街が作成したゾーニン
グプランに適合する業種の場
合、出店者などへの支援を行
い誘致していきます。

久留米市

（NPOシニア
情報プラザ
へ業務委
託）

タウンモビリ
ティ事業

・送迎サービ
スと車椅子
の貸出

Ｈ１５～

商店街の来街者や通行量を
増やすために、電動スクー
ターや車椅子などを設置し、
ボランティアがサポートでき
る仕組みを支援します。

目標達成の位置付・必要性

大規模小売店舗
立地法の特例区
域の設定の提案

久留米市 中心市街地における商業集
積を高めるために大型店舗の
出店手続きを簡素化し、出店
を後押します。

空
き
店
舗
対
策
に
全
力
で
取
り
組

み
ま
す

高
齢
者
な
ど
が
安
心
し
て
街
歩
き

が
で
き
る
タ
ウ
ン
モ
ビ
リ
テ
ィ
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※第８章は、当初計画で該当する事業がありません。しかし、計画の見直
し段階で追加する可能性があるため章番号を留保します。

店舗と公園が一体となって、くつろげる空間に

全
館
改
装
を
予
定
し
て
い
る
米
城
ビ
ル

民間が行う事業

事業名 等 事業主体 目標達成の位置付・必要性

空き店舗対策マ
ネジメント事業

Ｈ１９～

㈱ﾊｲﾏｰﾄ久留米
空き店舗を買取り、商店街に

必要なテナントを誘致します。

都心部賑わい空
間整備事業

Ｈ２０

一番街商店街

商店街と隣接する東町公園と
の一体利用によって、オープン
カフェ等、来街者がくつろげる空
間を整備します。

百貨店リモデル
事業

Ｈ１９～

㈱岩田屋

米城ビル
ディング㈱

大型店の全館改装を行い、整
備された西鉄久留米駅東口広場
でイベントやオープンカフェな
どに取り組みます。

イルミネーショ
ン事業

Ｈ１７～

イベントが少なくなる冬季
に行う電飾を明治通りからJR
久留米駅周辺まで延伸します

㈱ﾊｲﾏｰﾄ久留米

商店街ウェディ
ング事業

Ｈ１９

商店街を結婚式場と見立て、
関連業種の店舗と共に商店街の
魅力向上と集客に取り組みます。

㈱コンセプト
パラダイス

商店街まちなか
サロン設置事業

Ｈ１９

空き店舗を活用し、休憩やコ
ミュニティ機能などを充実させ
来街者を増やします。

久留米ほとめ
き通り商店街

ＮＰＯ連携事業

Ｈ１７～

新形態の映画館運営、地元食
材を活用した食育事業、治安パ
トロールなど

㈱ﾊｲﾏｰﾄ久留米

ＮＰＯ
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中心市街地
空き店舗対策

昭和通り

◆三本松公園

◆
六
角
堂
広
場

西鉄花畑駅

久留米Ｉ．Ｃ．

国
道
３
号

■
井
筒
屋

■岩田屋

久
留
米
市
役
所
◎

池町川

水天宮■

梅林寺■

Ｊ
Ｒ
九
州
鹿
児
島
本
線

西
鉄
天
神
大
牟
田
線

重点地区

小頭町公園◆

九
州
新
幹
線
（
２
０
１
１
年
開
業
）

西口駅前広場
の整備

東西自由通路
の整備

歴史のプロム
ナード整備

東口駅前広場の整備

図．主な事業の位置

公共が行う事業

民間が行う事業

ＪＲ久留米駅
東口市街地

再開発
新世界地区

再開発
六ツ門大学 花畑駅周辺土地

区画整理事業

小頭団地建替え

都心部賑わ
い空間整備

空き店舗対策
マネジメント

商店街まちなか
サロン設置

文化街詰所
設置

イルミネー
ション事業

老人憩いの家
整備事業

百貨店リモデル
事業

坂本繁二郎
生家保存整備

◆東町公園

明治通り

ＪＲ久留米駅

西鉄久留米駅

昭和通りシン
ボルロード

整備

筑後川

久
留
米
商
工
会
議
所
○

商店街ウエディ
ング事業

重点地区

◆ 事業の実施箇所
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中心市街地の区域中心市街地の区域
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第９章 事業の推進体制

久留米市では、平成１８年７月に「街なか再生推進本部」を設置して基本計
画案の策定作業を進めています。また、同年８月に久留米商工会議所を中心に
「久留米市中心市街地活性化協議会」が設置され、民間事業の集約と活性化事
業全般についての総合調整を行っています。

計画策定後も、２組織が連携を密にして各事業の推進を行っていきます。

久留米市 中心市街地活性化協議会【法第15条】

街なか再生推進本部 ㈱ハイマート
久留米商工会議所

久留米

共同で規約を定め
協議会を組織

協議会に参加することができる構成員

・百貨店、商店街、再開発組合、民間事業者

・駐車協会、交通事業者、地権者

・久留米市

運営委員会

市街地整備部会

街なか居住福利向上部会 交通ﾈｯﾄﾜｰｸ部会

商業活性化部会

連携

本部長：市長

事務局：中心市街地活性化推進室

都市計画課

策定部会

専門的な調査活動、基本計画案の
作成作業など

・２分科会（構成 ２６担当課・室）

職員の積極的参画

商工会議所ホーム
ページで名簿を公
開しています



新久留米市中心市街地活性化基本計画 案 ダイジェスト版 １７

第１０章 都市計画手法の活用

都市機能の無秩序な拡散を防止
するためには、都市計画に沿って
まちづくりを進めていく必要があ
ります。

今回改正された都市計画法では、
延べ床面積が10,000㎡を超える大
規模集客施設を建設できる場所が
商業地域、近隣商業地域、準工業
地域の３つに限定されました。

久留米市では、準工業地域の郊
外開発について抑制を強化するた
めに、10,000㎡を超える大規模集
客施設の建設ができないように、
今年11月30日の都市計画法施行に
合わせて定めることを予定してい
ます。 都市計画では、市街地を促進する所（市街化区域）と市街

化を抑制する所（市街化調整区域）を明確に区分しています。
これまでは、大規模な開発に限って例外的に市街化調整区域
での開発が認められてきました。しかし、今回の都市計画法
の改正ではこの例外規定が撤廃されました。

表．土地利用区分による建設可能集客施設

第一種低層住居専用地域

第二種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

用
途
地
域

住
居
系

商
業
系

工
業
系

市街化区域

市街化調整区域

集客施設床面積（㎡）・・・上限値

50   150  500 1,500
3,000

10,000
無制限

床面積規模

土地利用区分

用途地域の変更等が必要

原則不可

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

×

×

×

△

建設可能

平成19年11月都市計画法改正施行による制限

久留米市が都市計画決定と建築条例により制限を予定

○

×

△
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第１１章 その他中心市街地の活性化のために必要なこと（留意点）

①住民参加と行政の支援

事業が自律的に継続していくためには、公共事業への住民参加と、民間事業
への行政の支援が不可欠です。そのため、公民で構成する中心市街地活性化協
議会を軸に、そのような参加の「しくみ」と「しかけ」をつくっていきます。

②各事業の連携

例えば、「広場の整備」と「オープンカフェの運営」のようにハード事業とソフ
ト事業を連携させること、ＪＲ久留米駅周辺整備と水天宮などの歴史資源の連
携といった各事業の連携を図ることが活性化には大変重要なことであり、この
点について関係者が意識を共有することが求められます。

③中心市街地の存立基盤の尊重（記憶の連携）

久留米市の中心市街地は、筑後川と高良山・耳納山系に囲まれた筑後平野に
あり、城下町として創建された後、いく層もの歴史を刻みながら営々と築かれ
てきました。そのような過去の投資や営みを無駄にすることなく、将来にわ
たって街が充実発展していくためには、都市計画で定めた土地利用と交通体系
にかなった都市運営が必要です。そのような文化の結晶として「わが街」が
人々の記憶に残っていくことで、活性化への推進エネルギーが拡大再生産され
ていくと確信します。



用語の解説

■まちづくり三法

住む人や働く人が減り、空き店舗や空き地が増える、いわゆる「中心市街地の空洞化」への対応
策として、1998（平成10）年に整備された３つの法律【中心市街地活性化法（制定）、大規模小売
店舗立地法（制定）、都市計画法（改正）】です。（2006（平成18）年）、この３つの法律が大幅に
改正されました。

■コンパクト・シティ

法律の改正の一番大きな視点が「コンパクト・シティ」です。 「コンパクトシティ」とは－

①道路や上下水道、電気・ガスなどを供給する市街地の面積をこれ以上拡大しないこと。道路や上
下水道などを維持管理する費用を負担する人口が今後どんどん減っていきますので、市街地の
面積が増え続けると、一人当たりの負担額がどんどん増えていきます。

②大規模な店舗や病院、大多数の市民が利用する公共施設の配置を中心市街地に集中させること。
これらの施設が郊外にバラバラに配置されると、用事を済ませるのにあっちに行ったりこっちに
行ったりしなければならなくなります。

③用事を済ませるのに自動車の利用とそれに伴うガソリンの消費量が今までのように続くと、地球
温暖化への対応を遅らせることになります。また、自動車を使わない人にとって、とても住みに
くい街になってしまいます。したがって、電車やバスなどの公共交通機関を利用して行きやすい
「中心市街地」に、大規模な店舗や病院、大多数の市民が利用する公共施設を集中させ、快適に
歩いてまわりながらいろんな用事を済ませることのできるような環境を整えることが必要です。

つまり、周辺の自然環境を残しながら、「中心市街地」の土地の有効利用を進め、市民活動や経
済活動をダイナミックに持続させることが「コンパクト・シティ」です。

■「街」と「中心市街地」

この計画書のなかで「街」と言う言葉は、宅地化された場所、すなわち「市街地」の意味で使って
います。「中心市街地」は、２章で定義した区域であり、街の中の中心部のことです。
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